（工事・町外用）

  平成２８年度、平成２９年度

  広陵町建設工事競争入札参加資格審査申請要領（町外業者用）
　
  平成２８年度及び２９年度において、広陵町（上下水道部を含む）が発注する建設工事の競争入札（随意契約を含む）に参加しようとされる方は、以下の要領により入札参加資格申請書（以下「申請書」という。）を作成し提出してください。

  なお、この申請書は、広陵町が発注する建設工事の競争入札（随意契約を含む）の業者選定に使用予定であり、直ちに指名があるという制度ではありません。

１． 競争入札(随意契約を含む)に参加する者の必要な資格
　　　 入札及び随意契約に参加を希望する者は、町長の入札参加資格審査を受け、入札参加資格を得なければなりません。
　     ただし、次の各号のいずれかに該当する者は、資格審査を受けることができません。
①  成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ていない者
②  広陵町建設工事等競争入札参加資格規程第６条の規定により入札参加資格を取り消され、その処分の日から２年を経過していない者
③　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これらを受けていない者
④  申請書を提出するときに町税等を完納していない者
⑤  審査基準日(平成２８年２月１日)直前２年の営業年数において、営業実績を有していない者
⑥  申請書又はその添付書類中の重要な事項について、故意に虚偽の申請を記載した者
２． 受付対象者

　　　 次に掲げる条件をすべて満足する者

2 　建設業法による建設業許可業者

 ②　本店が広陵町外の所在地で建設業の許可を取得している者又は平成２７年１月１日現在において、法人にあっては、広陵町内に本店を有せず、個人にあっては、広陵町内に居住していない者

　　

３．登録有効期間

      平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日まで

４．受付期間

      平成２８年２月１日（月）から平成２８年２月２９日（月）

     （ただし、土・日及び祝祭日は除く）

      受付時間は、午前９時から正午及び午後１時から４時３０分

５．受付場所

      広陵町役場２階  管理課

         〒635－8515  奈良県北葛城郡広陵町大字南郷５８３番地１

         ＴＥＬ ０７４５－５５－１００１

６．申請方法

      申請方法は持参又は郵送（２月２９日までの消印有効）とします。

      郵送の場合は、申請担当者の氏名・連絡先を記入してください。

７．提出部数    １部

８．申請書類

      以下の順番に綴りホッチキス止めとします。（ファイルは不要）

　　※　ホッチキスで止められないときは、綴じひもにて綴じてください。
1   建設工事入札参加資格審査申請書

· 国土交通省の様式①－１

· 広陵町の指定様式（広陵町様式①－１）

上記様式のいずれでも可

　　　　　※　国土交通省の申請様式を使用する場合は、宛先を「広陵町長　山村　吉由」としてください。　　　　　

· 国土交通省の様式を使用する場合は、メールアドレスを１５メールアドレス欄又はメールアドレス欄の下余白に記入してください。

    　　　　　１６電子入札用ＩＣカードの登録番号欄の記入は、不要です。

　　　　　
2   経営事項審査結果通知書（平成２６年１０月１日から平成２７年９月３０日までの間に審査基準日を有するもの）〈写し〉

3   委任状（支店等に権限を委任する場合）〈原本〉

·   任意の様式にて、受任者の郵便番号、住所、名称、職･氏名、電話番号､メールアドレスを記入願います。

　　　　④  営業所一覧表（国土交通省の様式④）

　※　建設業許可業種欄（上段）の欄には、営業所に対応する経営事項審査を受けた建設業許可業種の欄に○印を付してください。

⑤  使用印鑑届〈原本〉

　※　任意の様式を、ご使用ください。

　※　入札・契約などに使用する印鑑を押印してください。

  ※　申請書に「使用印鑑」欄があれば不要です。

⑥  印鑑証明書〈写し〉

·   申請書提出時の直前３箇月以内発行のものとします。

⑦  商業登記簿謄本〈写し〉（法人の場合のみ）

·   申請書提出時の直前３箇月以内発行のものとします。

　　　　⑧  納税証明書〈写し〉

                    法人税

            法人    　及び消費税（税務署）　　 　 　 〈様式その３の３〉

                 都道府県税（都道府県税事務所）　 〈滞納のない証明〉

                 法人市町村民税（市役所、町村役場）〈滞納のない証明〉

                 所得税

         個人    　及び消費税（税務署）　　　 　  〈様式その３の２〉

                 都道府県税（都道府県税事務所）　 〈滞納のない証明〉

                 市町村税（市役所、町村役場）　   〈滞納のない証明〉

· 　本社登録の場合は本社の（国・都道府県・市町村）税とし、営業所等登録の場合は本社の（国・都道府県・市町村）税および営業所の（府県・市）税の証明とします。

· 　「滞納のない証明」を発行していない場合は、「平成２６年度及び２７年度の納税証明書」の写しでも可

            ※　 申請書提出時の直前３箇月以内発行のものとします。

　　　　⑨  建設業許可証明書〈写し〉

　　　　　※　許可通知書の写しでも可

　　　　

　　　　⑩　工事経歴書（建設業法様式第二号の二）

　　　　　※  審査基準日の直前２年の各営業年度に含まれる完成工事を記

入してください。

　　　　　※　経営事項審査申請時の書類の写しでも可

 ９．留意事項

　　　 ①  申請書等の記載事項を確認できない場合、又は提出書類が不足している場合は受付できません。

　　　②  提出書類の内容が事実と相違していることが後日判明したとき、又

　　　  は審査のための実態調査に応じないときは、入札参加資格の登録を行       

        わない、あるいは資格の登録を取り消すことがあります。
③　申請書は、フラットファイルに綴らずに、ホッチキスで止めてくだ 

  さい。

 ※　ホッチキスで止められないときは、綴じひもにて綴じてください。
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